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第１章  総 則 

１  目 的 

 この指針は，送変電設備の整備に関する基本的な考え方および遵守事項を定め，合理的な

設備形成を行うことを目的とする。 

２  適用範囲 

 この指針は，送電設備および変電設備※１の整備計画策定に適用する。 

※１ 送電設備および変電設備 

送電線路および特別高圧の配電線路ならびに変電所に関わる設備をいう。ただし，

配電部門が分掌する２２ｋＶ，３３ｋＶの配電線路設備は除く。 

３  用語の定義 

この指針において使用する用語の定義は，次のとおりとする。 

（1） 広域連系系統 

地域間連系線，最上位電圧から２階級の送電線，最上位電圧から２階級の母線，最上位

電圧から２階級を連系する変圧器，およびその他連系線の運用容量に影響を与える流通設

備をいう。 

（2） 広域系統長期方針 

広域運用の観点から，全国大での広域連系系統の整備および更新に関する方向性を整理

した電力広域的運営推進機関（以下，「広域機関」という。）が策定する長期方針のことを

いう。 

（3） 広域系統整備計画 

広域系統長期方針，既設設備の状況，その更新計画等の実態も踏まえ，広域機関が策定

する，広域運用の観点からの広域連系系統の整備に関する個別計画のことをいう。 

（4） 系統アクセス業務 

発電設備等系統アクセス業務（事前相談，接続検討および発電設備等契約申込みに関す

る業務をいう。）および需要設備系統アクセス業務（事前検討および需要設備契約申込み

に関する業務をいう。）をいう。 
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（5） 発電者 

 一般送配電事業，小売電気事業，特定送配電事業，または自己託送の用に供する電気

を発電し送電系統に電力を流入する者をいう。（送電系統に電力を流入する自家用発電設

備設置者等を含む。） 

（6） アクセス設備 

発電設備等系統連系希望者（発電者または発電者になろうとする者であって，事前相談，

接続検討または契約申込みを希望するものをいう。）および需要設備系統連系希望者（需

要設備への電気の供給を行う者または需要設備への電気の供給を行おうとする者をい

う。）が送電系統に連系するための流通設備をいう。 

（7） 基幹系統 

大規模発電所で発生した電力を，系統に供給するための電源送電線と，電力を集積し需

要地へ分配する役目を持つ変電所（開閉所）および変電所（開閉所）間を連系する送電線

により構成され，電力系統の背骨となるもので，５００ｋＶ，２７５ｋＶで構成する系統

をいう。なお，１５４ｋＶの大規模発電所の電源送電線についてもこれに含む。 

（8） 基幹変電所 

二次電圧が１５４ｋＶ以上の変電所をいう。（一次電圧／二次電圧：５００／２７５ｋＶ， 

５００／１５４ｋＶ，２７５／１５４ｋＶ） 

（9） 一次変電所 

二次電圧が７７ｋＶの変電所をいう。（一次電圧／二次電圧：２７５／７７ｋＶ， 

１５４／７７ｋＶ） 

（10） 二次変電所 

二次電圧が２２ｋＶ以上４４ｋＶ以下の変電所をいう。（一次電圧／二次電圧：２７５／

３３ｋＶ，１５４／３３ｋＶ，１５４／２２ｋＶ，７７／４４ｋＶ，７７／３３ｋＶ， 

７７／２２ｋＶ） 

（11） 配電用変電所 

二次電圧が６．６ｋＶの変電所をいう。（一次電圧／二次電圧：１５４／６．６ｋＶ， 

７７／６．６ｋＶ，３３／６．６ｋＶ，２２／６．６ｋＶ） 
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（12） 供給支障 

電気の供給の支障をいう（ただし，電路が自動的に再閉路されることにより電気の供給

の支障が終了した場合を除く。）。 

（13） 給電指令 

電力設備の運転（操作または停止を含む。），電力設備の作業中止その他必要な事項に関

する一般送配電事業者による指令（電力設備の運転等に用いる計算機，自動復旧装置等に

より自動的に電力設備の運転等を実施する場合を含む。）。 

（14） 発電抑制 

給電指令により発電設備等の出力の抑制または電力系統から電気的に切り離しが行われ

ることをいう。 

（15） 電源脱落 

電力設備（流通設備または発電設備をいう。）の故障に起因し，発電設備等が電力系統

から電気的に切り離されることをいう（ただし，給電指令による場合を除く。）。 

（16） 発電支障 

電力設備の故障に起因する電源脱落および発電抑制をいう。（ただし，発電機の故障によ

る当該発電機の発電支障は除く。） 

（17） 常時容量 

送変電設備を連続して使用することができる熱的な容量をいう。 

（18） 過負荷容量 

２回線送電線や並列運転している変圧器のＮ－１故障時などにおける，時間を限定して

使用することができる熱的な容量（短時間熱容量および長時間熱容量）をいう。 

（19） 短時間熱容量 

送変電設備に電流が流れた際の当該設備の温度が，当該設備を短時間過負荷許容時間以

内に限り使用することができる上限の温度となる潮流の値をいう。 

（20） 長時間熱容量 

送変電設備を長時間過負荷許容時間に限り使用することができる潮流の値をいう。 
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（21） 定態安定度（小じょう乱同期安定性） 

電力系統に微小なじょう乱が加わった際の発電機の同期運転の安定性をいう。 

（22） 過渡安定度（過渡安定性） 

電力系統に故障など比較的大きなじょう乱が加わった際の発電機の同期運転の安定性

をいう。 

（23） 電圧安定性 

系統故障または負荷急増が発生した場合に，系統で消費される無効電力ならびに調相設

備および変圧器タップなどの制御などに影響される系統電圧の安定性をいう。 

（24） Ｎ－１故障 

送電線１回線，変圧器１台，発電機１台その他の電力設備の単一故障（１母線故障は除

く。）をいう。 

（25） 最大三日平均電力 

一定期間において，毎日の最大電力を上位から 3日とり，それを平均したものをいう。 

（26） 重負荷期ピーク 

平日における最大需要が最も大きくなる時期で，需要が最も大きくなる時間帯をいう。 

(28) 軽負荷期ナイト 

平日における最大需要が最も小さくなる時期（４，５月および１０，１１月）で，夜間

など需要が最も小さくなる時間帯をいう。 

(29) 復旧原資 

架空送電線のルート故障時の電源脱落に対し，自社の予備力と他社からの応援により代

替できる供給力をいう。 
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第２章  送変電設備の整備に関する検討の開始 

電力の供給に際して，次に掲げる要因が発生した場合，送変電設備の整備に関する検討を

開始する。なお，送変電設備の整備に関する検討においては，原則として，当社供給区域内

については当社送変電設備の整備を行うこととするが，合理的な設備形成を図るために，必

要に応じて他社設備の活用も考慮する。 

（1） 発電設備等契約申込みまたは需要設備契約申込みを受け付けた場合 

（2） 需要の動向，電源の新増設，電源の広域的な利用，電源の廃止等によって，既設設備の

最大限の活用を図っても送変電設備が電力系統性能基準を充足できなくなると予想され

る場合 

（3） 既設の送変電設備における送電損失や維持費用等のコストが大きく，送変電設備の増強

等を行うことに経済合理性が認められる場合 

（4） その他電気の安定供給の確保，品質の維持，広域的な系統利用の円滑化，経済合理性等

の観点から送変電設備の整備を行うことが合理的と考えられる場合 
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第３章  送変電設備の整備計画の策定 

１  送変電設備の整備計画策定の考え方 

  送変電設備の整備計画の策定にあたっては，広域機関が策定する広域系統長期方針を基礎

としつつ，次に掲げる事項（将来の見通しに係る事項については，その蓋然性も含む。）を

考慮のうえ，増強に経済合理性が認められる合理的な送変電設備（ただし，連系線を除

く。）の整備計画を策定する。 

  広域機関が実施する計画策定プロセスの実施案募集に対して応募する場合，もしくは広域

機関から計画策定プロセスの実施案の提出を求められた場合は，本指針に準じ実施案を策定

する。 

 

(1)  需要の見通し（節電およびディマンドリスポンスの見通しを含む。） 

(2)  電源開発計画 

(3)  送変電設備の更新計画 

(4)  系統アクセス業務の状況 

(5)  送電線（連系線を除く。）への電源の連系に制約が生じている地域の状況 

(6)  連系線の運用容量に制約を与えている送電線（連系線を除く。）の状況 

(7)  電力系統性能基準の充足性 

(8)  電気設備に関する技術基準を定める省令その他の法令または政省令による制約 

(9)  広域系統長期方針，広域系統整備計画その他の将来の計画との整合性 

(10)  送変電設備の整備により発生，増加または減少する費用（工事費，維持・運用費用，

送配電損失を含む。） 

(11)  送変電設備の整備が電力系統の安定性に与える影響（電力系統の運用に関する柔軟性

の向上，工事実施時の作業停止による電気の供給信頼度への影響を含む。） 

(12)  自然現象（雷，土砂災害，津波，洪水等）等により送変電設備に故障が発生するリス

ク 

(13)  工事の実現性（用地取得のリスク，工事の難易度を含む。） 

(14)  送変電設備の保守（送変電設備の故障発生時の対応を含む。）の容易性 

(15)  電力品質への影響 

(16)  その他合理的な送変電設備の形成・維持・運用のために必要な事項 
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２  送変電設備の整備の完了時期 

送変電設備の整備における完了時期は，次に掲げる事項を考慮し，送変電設備の整備の完

了までに要する期間を見込んだうえで，整備が必要となる時期までに整備を完了するよう努

める。 

 

(1)  電気事業法その他の法令に基づく手続きに必要となる期間 

(2)  用地の取得に要する期間 

(3)  資機材の調達に必要となる期間 

(4)  電力設備の作業停止，自然条件その他の工事の実施に関する制約 

(5)  送変電設備の整備の実現性および経済性等に影響を与える可能性がある他の工事（公    

共事業等の他の者が行う工事を含む。）と協調して工事を行う必要性 

(6)  送変電設備の整備が大規模または広範囲に及ぶ場合において，設計・施工等の能力を 

確保する観点から，段階的に送変電設備の整備を行う必要性 

(7)  その他送変電設備の整備を実施するために必要となる期間 
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第４章  送変電設備の整備において前提となる諸条件 

１  電気方式 

電気方式は，交流三相３線式とする。ただし，交流三相３線式を採用することが技術上困

難な場合，整備に要する費用がより低廉となる場合その他経済合理性が認められる場合は，

直流方式の採用も考慮する。 

 

２  周波数 

周波数は，６０Ｈｚを標準とする。 

 

３  電圧階級 

電圧階級は，５００ｋＶ，２７５ｋＶ，１５４ｋＶ，７７ｋＶ，３３ｋＶ，２２ｋＶを標

準とする。 

送変電設備の整備計画の策定においては，既設設備との整合性，地域の開発動向，経済性，

系統状況などを考慮して，原則として，標準的な電圧階級から最も適切な電圧を選定する。 

 

４  中性点接地方式 

中性点接地方式の選定にあたっては，電圧階級，既設設備との協調などを考慮する。 

ケーブル系統においては，対地充電容量が大きく，地絡故障時に異常電圧の危険性が大き

いことから，補償リアクトル接地方式の採用なども考慮する。接地インピーダンスは，故障

時の過電圧の抑制と保護装置の確実な動作を考慮のうえ，決定する。 

中性点接地方式および中性点接地装置の仕様は，表４－１および表４－２を標準とする。 
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表４－１ 標準的な中性点接地方式 

電圧階級 接地方式 

２７５ｋＶ以上 直接接地方式 

１５４ｋＶ 抵抗接地方式（分散接地） 

７７ｋＶ 抵抗接地方式（集中接地） 

４４ｋＶ 

以下 

・ケーブル系統 

抵抗接地方式 

・ケーブル架空共有系統 

抵抗接地方式 

・架空系統 

原則として，故障時投入抵抗接地方式とするが，系統条件

によって常時接地あるいは非接地とする場合がある。 

分散接地：１系統について接地抵抗器複数台を分散し接地 
集中接地：１系統について接地抵抗器１台により接地 
 

表４－２ 標準的な中性点接地装置の仕様 

電圧階級 １５４ｋＶ ７７ｋＶ ４４ｋＶ以下 

定格電流 １００Ａ，２００Ａ ４００Ａ，２００Ａ 
ケーブル系統４００Ａ 

その他は必要最小値 

定格電圧 公称電圧の１／√３ 

定格時間 １５秒（ただし，系統保護上支障がある場合は３０秒） 

 

５  系統構成 

（1） 系統構成の考え方 

系統構成の選定にあたっては，必要とされる供給信頼度，短絡・地絡故障電流への影響

などを考慮する。 

系統構成は，表４－３に示す特徴を考慮して，５００ｋＶはループ系統，２７５ｋＶ以

下は放射状系統を標準とする。 
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表４－３ 系統構成の特徴 

 長 所 短 所 

ループ 

系統 

・送電線のルート断故障でも無停電送

電が可能。 

・系統インピーダンスが減少するため，

同期安定性の向上，送電損失の軽減が

図られる。 

 

・保護継電装置またはしゃ断器の不応

動などが発生した場合に，適切な対策

を講じないと重大な故障に進展する。 

・系統インピーダンスが減少し，短絡

容量が増大する。 

・系統（保護継電装置）の運用が複雑。 

・ルート断故障時に，潮流変化が複雑

になるため潮流調整が難しい。 

放射状 

系統 

・送電線の故障時，連系線を分離する

ことにより他ブロックへの波及が防

止できるため，広範囲な停電は回避し

やすい。 

・ループ系統に比べて短絡容量を小さ

くできるので，しゃ断器のしゃ断容量

を小さくできる。 

・系統（保護継電装置）の運用が容易。 

・故障時の復旧操作が単純。 

・同期安定性，送電損失の面でループ

系統より不利。 

（2） 回線数 

送電線回線数は，第６章２「Ｎ－１故障時の基準」に示す設備形成基準および送電線作

業停止を考慮して，２回線を標準とする。ただし，次の例に示すように標準によらない場

合がある。 

ア 機器装置の単一故障時に供給支障や発電支障の影響が限定的と考えられる送電

線路は１回線とする。 

イ 地中送電系統において多端子ユニット方式※１を採用する場合は３回線とす

る。 

ウ 地中送電系統において２回線よりも３回線の方が経済性に優れる場合は３回線

とする。 

エ スポットネットワークは，３回線を標準とする。 

なお，アクセス設備については「系統アクセス指針」にて定められた考え方による。 

 

※１ ユニット方式 

 地中送電系統により配電用変電所および二次変電所に供給する場合で，供給される変

電所の変圧器保護を送電側変電所のしゃ断器で行うことにより，変圧器一次側しゃ断器

を省略した方式 
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（3） 送電線路の端子数 

系統故障時に発生する供給支障または発電支障の影響，停止作業の容易性，保護方式に

よる制約，経済性等を考慮のうえ，整備の際の端子数および運用時にしゃ断器を開放せず

併用する端子数を決定する。 

併用運用する系統の最大端子数は，表４－４を標準とする。 

 

表４－４ 送電線保護上の併用端子数 

 ＰＣＭ電流差動継電方式 回線選択継電方式 

２７５ｋＶ以上 ３端子 － 

１５４ｋＶ ５端子 － 

７７ｋＶ ５端子 ３端子 

 

６  短絡・地絡故障電流の許容最大値 

電圧階級ごとの短絡・地絡故障電流の許容最大値は，系統全体の設備協調を図るため，表

４－５を標準とする。 

表４－５ 短絡・地絡故障電流の許容最大値 

公称電圧（ｋＶ) 短絡・地絡故障電流の許容最大値（ｋＡ） 

６．６ １２．５ 

２２ ２５ 

３３ ３１．５ 

７７ ３１．５ 

１５４ ４０ 

２７５ ６３ 

５００ ６３ 
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７  変電所および開閉所の母線方式 

(1) 特別高圧 

母線方式には，分割二重母線方式，二重母線方式，単母線方式がある。それぞれの特徴を

表４－６に示し，各方式の構成例を図４－１および図４－２に示す。 

表４－６ 各母線方式の特徴（特別高圧） 

方 式 特 徴 

二重母線方式 

（図４－１参照） 

〔分割二重母線方式〕 

・二重母線方式より，系統運用の柔軟性が高い。 

・母線故障における停止範囲は二重母線方式より更に限定され 

るため，波及停止する回線数を削減できる。 

〔二重母線方式〕 

・一方の母線が故障の場合，他方の母線によって送受電できる。 

・一方の母線を点検する場合，無停電で負荷を切替でき送受電が

継続できる。 

・異系統の電源を別々の母線によって受電することができ，異系

統をループ切替することにより無停電で系統切替できる。 

単母線方式 

（図４－２参照） 

・必要機器およびスペースが少なく経済的に有利であるが，故障

時や母線および母線側断路器の点検時に停止する範囲が広く

なる。 

図４－１ 分割二重母線方式および二重母線方式 

分割二重母線方式                  二重母線方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

－13－ 

 

図４－２ 単母線方式（特別高圧側） 

          配電用変電所          配電用変電所（π引込み） 

 

 

 

 

 

 

 

電圧階級ごとに適用する母線方式は，次の方式を標準とするが，供給信頼度，系統運用の

柔軟性，短絡・地絡容量，運転保守および経済性を総合的に考慮して選定する。 

ア  ５００ｋＶ，２７５ｋＶ母線 

二重母線方式とする。ただし，供給信頼度，系統運用の柔軟性，短絡・地絡容量等によ

り，必要に応じて，分割二重母線方式とする。 

イ  １５４ｋＶ，７７ｋＶ，３３ｋＶ，２２ｋＶ母線 

二重母線方式とする。ただし，供給信頼度，系統運用の柔軟性，短絡容量等により，必

要に応じて，分割二重母線方式とする。 

配電用変電所の場合は単母線方式とする。ただし，供給信頼度，系統運用の柔軟性，短

絡容量等により，必要に応じて，二重母線方式とする。 

 

(2) 高圧 

 ６．６ｋＶ母線における母線方式には，中間しゃ断器付方式，補助母線付方式がある。 

それぞれの特徴を表４－７に示し，各方式の構成例を図４－３および図４－４に示す。 
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表４－７ 各母線方式の特徴（高圧） 

方 式 特 徴 

中間しゃ断器付方式 

（図４－３参照） 

・配電線しゃ断器の点検作業時は，中間しゃ断器に

より対応できる。 

補助母線付方式 

（図４－４参照） 

・配電線しゃ断器の点検作業時は，補助母線により

対応できる。 

 

図４－３ 中間しゃ断器付方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－４ 補助母線付方式 
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８  系統保護継電方式 

電力系統の安定性確保，送変電設備の損傷防止および人身，社会安全の確保を図るととも

に合理的な送変電設備形成の面を考慮し，適切な系統保護継電方式を選定する。具体的には，

次に示す項目を考慮する。 

・送電線容量 

・しゃ断器のしゃ断時間 

・保護端子数 

・継電器の動作感度に影響を与える系統条件 

・系統の安定性確保 

・系統の重要性 

・系統構成 

・既設保護継電方式との協調 

・中性点接地方式 

（1） 送電線保護継電方式 

送電線保護継電方式は，表４－８を標準とする。 

 表４－８ 送電線保護継電方式 

 電圧階級 

 （ｋＶ） 
 送電線保護継電方式 

 ５００ 

 ２７５ 

ＰＣＭ電流差動継電方式 

（主：ＰＣＭ，後備：ＤＺＳ・ＤＺＧ） 

 １５４ 
ＰＣＭ電流差動継電方式 

（主：ＰＣＭ，後備：ＤＺ・ＤＧ・ＯＶＧ） 

 ７７ 

ＰＣＭ電流差動継電方式 

（主：ＰＣＭ，後備：ＤＺ・ＤＧ・ＯＶＧ） 

回線選択継電方式 

（主：ＳＳ・ＳＧ，後備：ＤＺ・ＤＧ・ＯＶＧ） 

 ３３ 

 ２２ 

ＰＣＭ電流差動継電方式 

（主：ＰＣＭ，後備：ＤＺ・ＤＧ・ＯＶＧ） 

距離保護継電方式※ 

（ＤＺ・ＤＧ・ＯＶＧ） 

過電流保護継電方式※ 

（ＯＣ・ＨＯＣ・ＯＣＧ・ＯＶＧ） 

※ スポットネットワークの場合，当該保護継電方式に加え逆相継電器(RφC) 
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（2）構内保護継電装置 

  構内保護継電装置は，次を標準とする。 

 ・過電流継電器（瞬時要素付き） （ＯＣ，ＨＯＣ） 

 ・地絡過電流継電器 （ＯＣＧ） 

 ・構内保護継電装置 （ＫＰ） 

（和回路過電流継電方式および和回路地絡過電流継電方式または和回路地絡方向継

電方式） 

 ・電流差動継電装置 （ＢＰ） 

（瞬時要素付き過電流継電器では，保護または整定が困難な場合に設置する） 

 ・短絡分離継電装置 （ＤＩ－Ｓ） 

（3） 変圧器保護継電装置 

  変圧器保護継電装置は，次を標準とする。 

 ・比率差動継電器 （ＲＤｆ） 

 ・ブッフホルツ継電器 

 ・衝撃圧力継電器 

 ・地絡過電流継電器 （ＯＣＧ） 

 ・過電流保護継電器（瞬時要素付き） （ＯＣ，ＨＯＣ） 

  （比率差動継電器の後備と二次側母線の保護） 
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第５章  送変電設備の整備の考え方 

１  送変電設備の規模の考え方 

送変電設備の規模（電線の太さ，変圧器の容量等）については，次に掲げる事項を考慮の

うえ，決定する。ただし，アクセス設備の規模については「系統アクセス指針」にて定めら

れた考え方による。 

 

(1)  需要※１および電源の動向，設備の最終規模※２，将来の系統構成※３その他将来の見

通し 

(2)  短絡・地絡故障電流の大きさ，電力系統の安定性，機器の電力系統への接続時また

は電力系統からの切り離し時に発生する電圧変動の抑制，潮流による電圧降下その他

技術上考慮すべき事項 

(3)  送変電設備の整備により発生，増加または減少する費用（工事費用，維持・運用費

用，送電損失を含む。） 

 

※１ 需要の動向 

過去の需要の動向，地域の開発状況，工業団地など局地的な需要増加の可能性を考慮

し想定。 

※２ 最終規模 

変電所においては，最終形態の容量（バンク数），引出回線数。送電線においては，

関連する変電所，発電所の最終規模を考慮した送電容量，回線数。 

※３ 将来の系統構成 

地域ごとの需要想定や電源分布および現在の系統構成，設備実態を考慮しつつ将来の

電力需給が効率的になるように設定。 
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２  送変電設備の標準規模 

送電線および変電所の標準規模は，合理的な送変電設備を形成するために，設備間の容

量の整合を図る必要があることから，次のとおりとする。 

ア  送電線 

（ｱ） 架空送電線 

電線の種類は，鋼心アルミより線系，鋼心耐熱アルミ合金より線系を標準とする。

電線の太さおよび導体数は，電線の熱容量，インダクタンスおよび周辺環境を総合的

に考慮し，原則として，表５－１から選定する。 

 

表５－１ 架空送電線の標準規模 

２７５ｋＶ以上の標準的な電線の熱容量 

線 種 
公称断面積 

(ｍｍ２)(導体数) 

連続許容 

電流 

（Ａ） 

１回線あたりの熱容量（ＭＷ） 

５００ｋＶ ２７５ｋＶ 

鋼心アルミ 

より線系 
４１０（４） ３，３８４ ２，７８４ ――― 

鋼心耐熱アルミ

合金より線系 

４１０（２） ２，６９８ ――― １，２２１ 

４１０（４） ５，３９６ ４，４３９ ２，４４２ 

６１０（４） ６，８２４ ――― ３，０８８ 

８１０（４） ８，１２４ ６，６８４ ３，６７６ 

８１０（６） １２，１８６ １０，０２６ ――― 
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１５４ｋＶ以下の標準的な電線の熱容量 

線 種 
公称断面積 

(ｍｍ２) 

連続許容 

電流 

（Ａ） 

１回線あたりの熱容量（ＭＷ） 

１５４ｋＶ ７７ｋＶ ３３ｋＶ ２２ｋＶ 

鋼心アルミ 

より線系 

 ８０ ２９８ ―――  ３８  １６ １１ 

１６０ ４６７  １１８  ５９  ２５ １７ 

２４０ ６０８  １５４  ７７  ３３ ２２ 

４１０ ８４６  ２１４ １０７ ――― ――― 

鋼心耐熱 

アルミ合金 

より線系 

４１０ １，３４９  ３４２ １７１ ――― ――― 

６１０ １，７０６  ４３２ ２１６ ――― ――― 

８１０ ２，０３１  ５１５ ２５７ ――― ――― 

１１６０ ２，６１１  ６６２ ――― ――― ――― 

（ｲ） 地中送電線 

ケーブルの種類は，架橋ポリエチレンケーブル（ＣＶケーブル）を標準とする。電線

の太さはケーブルの熱容量を考慮し，原則として表５－２から選定する。 

表５－２ 地中送電線の標準規模 

 電圧階級（ｋＶ）  心線数  公称断面積（ｍｍ２） 

 ２７５  単心     ６００ ～２，５００     

 １５４ 
 単心  ２００ ～２，５００     

 トリプレックス  ２００ ～  ４００     

 ７７ 
 単心    ６００ ～２，５００     

 トリプレックス  ８０ ～  ６００     

 ３３  トリプレックス    ６０ ～  ６００※    

 ２２  トリプレックス  ６０ ～  ６００     

※ スポットネットワークの場合は１５０ｍｍ２，２５０ｍｍ２を標準とする。 
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イ  変電所 

変圧器の容量および設置台数は，地域ごとの需要想定などを考慮し，原則として，表５

－３から選定する。 

表５－３ 変電所の標準規模 

変電所 
 電圧（ｋＶ） 

一次電圧／二次電圧 
 標準容量（ＭＶＡ） 

最終バン

ク数（台） 

基幹変電所 

 

一次変電所 

 

二次変電所 

  

 ５００／２７５   １，５００ １，０００ 
 ３ 

 ＊ 

 ２７５／１５４ 
 ４５０ （３００） 

  

 ＊ 

 ２７５／ ７７  
 ２５０ （２００） 

  

 ＊ 

 ２７５／ ３３  
 １５０  １００  

  

 １５４／ ７７   ２００ （１５０） 
４ 

 ＊ 

 １５４／ ３３  
 １５０  １００  

  

 ７７／ ３３   （５０） ３０  １０ 
  

 ７７／ ２２    ３０ （１５） １０ 
  

配電用 

変電所 

 １５４／６．６    ２６  １５  （１０） 
  

 ７７／６．６    ２６  ２０   １０ 
３ 

 ３３／６．６    ２６  ２０  （１０） 
  

 ２２／６．６    １０ 
  

（ ）は，実績のある汎用的な容量 

＊：地中系統の変電所の場合３バンクを標準とする。 
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３  送電線の形態およびルートの考え方 

（1） 送電線の形態 

架空送電線を標準とする。ただし，法令上または技術上制約がある場合，用地取得が困

難である場合，過大な費用がかかる場合その他架空送電線の建設が困難な場合は地中送電

線とする。 

（2） 送電線のルート選定 

ア  架空送電線 

架空送電線のルートは，次に掲げる事項を考慮したうえで選定する。 

（ｱ） 将来の見通し 

a  将来の系統構成 

b  需要分布の動向 等 

（ｲ） 用地・環境面 

a  自然条件（風，着氷雪などの周囲環境等） 

b  社会環境との調和（景観，自然保護，住環境への配慮等） 

c  用地取得の難易度   

d  津波や地滑り等の各種災害の影響 

e  地域の土地利用および開発計画との整合 

f  土地利用などに関する法的制限の遵守 等 

（ｳ） 工事・保守面 

a  工事の難易度（作業効率等） 

b  設備保守の容易性（適切な巡視路確保等） 等 

（ｴ） 経済性 

a  建設工事費  等 

（ｵ） その他 

a  航空法による規制 

b  マイクロ無線ルートによる制約 等 
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イ  地中送電線 

地中送電線のルートは，道路を主体とした公共土地の地下を使用するものとし，次に

掲げる事項を考慮したうえで選定する。 

（ｱ） 将来の見通し 

a  将来の系統構成 

b  需要分布の動向 等 

（ｲ） 用地・環境面 

a  自然条件 

b  社会環境との調和（住環境への配慮等）   

c  用地取得の難易度（民地の取得を要する場合） 

d  津波や地滑り等の各種災害の影響 

e  地域の土地利用および開発計画との整合（道路新設，改修等） 

f  他の地下空間利用計画との整合（地下鉄，高速道路，他埋設物等） 

g  土地利用などに関する法的制限の遵守 等 

（ｳ） 工事・保守面 

a  工事の難易度（開削施工の困難な箇所等） 

b  設備保守の容易性 

c  道路管理者，既埋設物件の管理者などからの指導 等 

（ｴ） 経済性 

a  建設工事費 

b  先行施設した管路などの有効活用 等 

（ｵ） 都市計画等との整合性 

a  都市計画法に基づく都市計画との整合性 

b  共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく共同溝整備計画との整合性 

（ｶ） 技術面 

a  敷設ルートが同じ他の地中送電線の送電容量への影響 等 
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４  変電所および開閉所の設置場所の考え方 

変電所および開閉所の設置場所については，次に掲げる事項を考慮の上，長期にわたり効

率的に電力供給が可能となる地点とする。 

（1） 将来の見通し 

ア  将来の系統構成 

イ  需要分布の動向  等 

（2） 設計面 

ア  送配電線の変電所または開閉所への引込み，引出しの難易度 

イ  型式（屋外式，屋内式，地下式）およびそれに応じた所要面積 等 

（3） 用地・環境面 

ア  自然条件（塩害，降雪等） 

イ  社会環境との調和（景観，自然保護，住環境への配慮等） 

ウ  用地取得の難易度 

エ  津波や洪水等の各種災害の影響等 

オ  地域の土地利用および開発計画との整合 

カ  土地利用などに関する法的制限の遵守 等 

（4） 工事・保守面 

ア  重量が大きい機器の搬出入 等 

（5） 経済性 

ア  建設工事費 等 
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第６章  送変電設備の設備形成時の基準 

送変電設備の設備形成を行う場合は，供給支障および発電支障の発生を抑制または防止する

ため，電力系統が本章で定める電力系統性能基準を充足するよう設備形成を行う。 

１  設備健全時の基準 

 電力設備が健全に運用されている状態において，送変電設備が充足すべき電力系統性能基準

は，次に掲げるとおりとする。 

（1） 熱容量   各送変電設備を流れる潮流が常時容量を超過しないこと。 

（2） 電圧    電力系統の電圧が次に掲げる観点から適正に維持されること。 

ア  送変電設備の電圧が表６－１に示す範囲内に維持されること。 

表６－１ 設備健全時に維持する電圧 

電圧階級(ｋＶ) 維持する電圧(ｋＶ) 

５００ ５１０ｋＶ±２％ 

２７５ ２７５ｋＶ±５％ 

 

イ  電圧安定性が維持されること。 

ウ  機器操作による電圧変動率は，２％以内とすることを目標とする。 

（3）同期安定性  定態安定度が維持されること。 

２  Ｎ－１故障時の基準 

 Ｎ－１故障の発生時において，送変電設備が充足すべき電力系統性能基準は次に掲げるとお

りとする。 

（1） 熱容量   電力系統からＮ－１故障の発生箇所が切り離された後の各送変電設備の

潮流が，過負荷容量を超過しないこと。 

（2） 電圧    電力系統からＮ－１故障の発生箇所が切り離された後においても，電力

系統の電圧が次に掲げる観点から適正に維持されること。 

 



  

－25－ 

ア  Ｎ－１故障時において，故障直後の一時的な電圧低下※１を除き，その後は表６－

２に示す一定以上の電圧を負荷側の末端において維持されること。 

表６－２ Ｎ－１故障時に維持する電圧 

電圧階級(ｋＶ) 維持する電圧(ｋＶ) 

２７５ ２５０ 

１５４ １４０ 

７７ ７０ 

３３ ３０ 

２２ ２０ 

※１ 一時的な電圧低下 

故障点切離しまでの電圧低下と故障点切離し後における電圧維持のための諸装置

（ＳＣ，ＳｈＲ，変圧器タップ，発電機自動電圧調整装置等）が制御されるまでの

電圧低下をいう。 

イ  電圧安定性が維持されること。 

（3） 同期安定性 過渡安定度が維持されること。 

（4） （1）～（3）に掲げる電力系統性能基準を充足しない場合であっても，次に掲げる条

件のいずれにも適合する場合には，当該電力系統性能基準を充足しているものとして

取り扱う。 

ア  供給支障が発生しない場合，または供給支障が発生する場合であっても，供給支障の

社会的影響が限定的である場合。 

イ  発電支障が発生しない場合，または発電支障が発生する場合であり，次に掲げる事項

を満たすとき。 

（ｱ） 当該発電支障による電力系統の電圧安定性，同期安定性および周波数に対する影響

が限定的であること。 

（ｲ） 発電抑制の対象となる発電設備等を維持・運用する電気供給事業者がＮ－１故障時

における発電抑制の実施に合意していることおよび当該電気供給事業者が，当該同意

に基づく給電指令に応じ，発電抑制を実施することができる体制および能力を有する

こと（保護継電器等により確実に発電抑制を実施できる場合を含む。）。 

（ｳ） その他発電抑制を許容することによる電気の供給，公衆の保安等に対するリスクが

大きくないこと。 

 



  

－26－ 

３  短絡等の故障発生時の基準 

送変電設備は，３相短絡故障時において，故障電流が各送変電設備の許容量を超過してはな

らないものとする。ただし，直接接地方式の系統においては，１相地絡故障時においても，故

障電流が各送変電設備の許容量を超過してはならないものとする。 

４  電力設備の２箇所同時喪失を伴う故障（Ｎ－２故障）発生時の対策 

 送電線，変圧器，発電機その他の電力設備の２箇所同時喪失（１母線故障を含める）を伴う

故障が発生した場合において，当該故障に伴う供給支障および発電支障の規模や電力系統の安

定性に対する影響を考慮し，社会的影響が大きいと懸念される場合には，これを軽減するため

の対策の実施について検討する。 
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第７章  電力系統性能基準への充足性の評価 

１  検討断面 

送変電設備の電力系統性能基準への充足性評価は，当該送変電設備の設備形成が完了した

状態において，通常想定される範囲内で，評価結果が最も過酷になる電源構成，発電設備等

の出力（ただし、連系線以外の流通設備に平常時において混雑が発生する場合の出力抑制も

考慮した発電設備等の出力），需要，系統構成等を前提に行う。 

検討断面に使用する想定需要，想定電源の考え方については，次のとおりとする。 

（1） 想定需要※１ 

原則として，重負荷期ピーク（最大三日平均電力）とする。ただし，電源が連系する系

統においては，予備力相当の電源稼働を考慮した重負荷期ピーク，軽負荷期ナイト，およ

びメリットオーダーに応じて当該電源が稼働する需要断面を対象とする。また，自然変動

電源が連系する系統においては，気象条件に応じた潮流が厳しくなる断面も対象とする。 

（2） 想定電源 

原則として，想定電源に考慮される電源は，連系承諾された電源を基本とし，電源の役

割・特性，契約などに基づく運転パターン，定期点検計画を考慮し，想定需要の断面にお

いて，需給上考えられる範囲で潮流が過酷になる発電機出力とする。 

 

※１ 想定需要 

流通対応需要（一般電送配電事業者の流通設備を通して供給される電力）とする。 

 

２  熱容量検討 

送変電設備の設備健全時における潮流限度については，常時容量を上限とし，並列設備に

おいてはＮ－１故障時の過負荷容量を考慮して定める。具体的には，次のとおりとする。 

（1） 設備健全時における潮流限度 

ア  送電線 

設備健全時における潮流限度は，１回線故障時に健全回線側に全電流が流れるため，原

則として，１回線の短時間熱容量とする。ただし，１回線の送電線または２回線の送電線
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であっても設備形態上，放射状となっている（負荷や発電設備を切り替えられない）送電

線は，１回線の常時容量とする。なお，スポットネットワーク３回線の潮流限度は，２回

線常時容量とする。 

 

イ  基幹変電所，一次変電所，二次変電所 

設備健全時における潮流限度は，最大容量変圧器 1台故障時の健全バンクの短時間熱

容量合計値または変圧器常時容量合計の９０％のいずれか小さい値とする。 

ウ  配電用変電所 

  設備健全時における潮流限度は，変圧器常時容量合計の９０％とする。ただし，供給

支障による社会的影響の大きい地域では，早期復旧可能な設備とする。 

（2） 常時容量と過負荷容量の考え方 

連続許容電流および短時間許容電流から常時容量と過負荷容量を求める計算式は次のと

おりである。 

常時容量および過負荷容量 Ｐ＝√３ＶＩCOSθ・・・・・式７－１ 

Ｖ：公称電圧 

Ｉ：電流（連続許容電流，短時間許容電流） 

COSθ（力率）：０．９５ 

ア  架空送電線 

（ｱ） 常時容量 

 常時容量は連続許容電流から，式７－１により求められる。 

 連続許容電流は，電線温度が表７－１に示す連続許容温度を超えない最大の電流で    

ある。 

 表７－１ 電線の許容温度         （単位：℃）  

線   種 連続許容温度 短時間許容温度 

鋼心アルミより線系  ９０ １２０ 

鋼心耐熱アルミ合金より線系 
１５０ 

（１２０） 

１８０ 

（１５０） 

（  ）内は昭和５２年以前の設計に用いられた許容温度を示す。 
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 標準的な架空送電線の常時容量は表５－１のとおりとする。 

 

（ｲ） 過負荷容量 

架空送電線の過負荷パターンの例を図７－１に示す。 

図７－１ 架空送電線の過負荷パターンの例 

【アルミより線系送電線の例】（基幹系統などの重要送電線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

【アルミより線系送電線の例】（上記以外） 

a  短時間熱容量 

短時間熱容量は，短時間許容電流から，式７－１により求められる。 

短時間許容電流は，電線温度が表７－１に示す短時間許容温度を超えない最大の電

流である。 

b  長時間熱容量 

アルミより線系架空送電線（基幹系統などの重要送電線は除く）は常時容量× 

70% 

潮流限度 

140% 

短時間熱容量 

100% 

常時容量 

10 分 復旧まで 

故障発生 

10 分 8 時間 20 分 復旧まで 

故障発生 

110% 

長時間熱容量 

140% 

短時間熱容量 

70% 

潮流限度 

100% 

常時容量 
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１１０％の長時間過負荷を許容する。 

イ  地中送電線 

（ｱ） 常時容量 

常時容量は，連続許容電流から 式７－１により求められる。 

連続許容電流は，地中送電線に用いるケーブルが連続許容温度（ＣＶケーブルで

は通常９０℃，ただし併設ケーブルの連続許容温度が９０℃以下の場合はその温

度）を超えない最大の電流であり，日本電線工業会規格に準じた算定方法により，

布設条件を考慮し個別に算出する。ただし，暗きょ（洞道，共同溝）に布設する場

合は，暗きょ内温度が労働安全衛生法の規定を同時に満足する必要がある。 

（ｲ） 過負荷容量 

地中送電線の過負荷パターンの例を図７－２に示す。 

図７－２ 地中送電線の過負荷パターンの例 

【ＣＶケーブルの例】（基幹系統などの重要送電線を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a  短時間熱容量 

短時間熱容量は，短時間許容電流から式７－１により求められる。 

短時間許容電流は，短時間過負荷中の地中送電ケーブルが短時間許容温度（ＣＶ

ケーブルでは１０５℃）を超えることなく，かつ，常時容量以内の運転に戻った場

合に短時間（概ね１０時間以内）でケーブルの連続許容温度（ＣＶケーブルの場合

90% 

潮流限度 

180% 

短時間熱容量 

110% 

長時間熱容量 100% 

常時容量 

10 分 7 時間 50 分 

故障発生 

復旧まで 
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９０℃）に復帰できる最大電流とする。 

短時間過負荷中の暗きょ内温度の上昇は，通常無視できる範囲であり作業環境へ

の影響も軽微であることから考慮しない。 

b  長時間熱容量 

ＣＶケーブル地中送電線（基幹系統などの重要送電線は除く）は，翌日のピーク

負荷がかかる時間帯までを限度に常時容量×１１０％の長時間過負荷を許容する。

ただし，同一ルートにＯＦケーブルが平行して布設されている場合などは，長時間

過負荷運用を許容しない。 

ウ  変圧器 

（ｱ） 常時容量 

  常時容量は連続許容電流から式７－１により求められる。 

  連続許容電流は，変圧器の寿命を損なわない（巻線温度９５℃以内）最大の電流

である。 

（ｲ） 過負荷容量 

基幹変電所，一次変電所，二次変電所および配電用変電所の変圧器過負荷パター

ンの例を図７－３，７－４に示す。 
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 図７－３ 基幹変電所，一次変電所，二次変電所の変圧器過負荷パターンの例 

【基幹変電所（500/275,500/154,275/154）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一次変電所，二次変電所（275/77,154/77 以下）】 

 

 

 

 

 

（ ）内は 3，4 ﾊﾞﾝｸ変電所 

150% 

短時間熱容量 

10 分 

75% 
(90%) 

潮流限度 

 

100% 

常時容量 

復旧まで 

故障発生 

150% 

短時間熱容量 
（ ）内は 3，4 ﾊﾞﾝｸ変電所 

125% 

長時間熱容量 

10 分 11 時間 復旧まで 

故障発生 

75% 
(90%) 

 

潮流限度 

100% 

常時容量 
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図７－４ 配電用変電所の変圧器過負荷パターンの例 

【配電用変電所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a  短時間熱容量 

短時間熱容量は，変圧器寿命を著しく損なわない範囲内（油入変圧器の場合は巻

線温度１５０℃以内）とし，常時容量の１５０％を上限とする。 

b  長時間熱容量 

一次変電所，二次変電所および配電用変電所は常時容量×１２５％の長時間過負

荷を許容する。 

（3） 故障発生後の系統切替の考え方 

送変電設備においてＮ－１故障が発生すると，前述の考え方に従い健全設備に最大で短

時間熱容量まで潮流を流すため，系統切替により短時間過負荷，長時間過負荷を解消でき

ることを確認する必要がある。 

具体的な過負荷解消のための系統切替の考え方は，次のとおりとする。 

ア 送電線の故障時および基幹変電所，一次変電所，二次変電所の変圧器故障時 

（ｱ） 短時間過負荷の解消 

短時間過負荷許容時間以内に，しゃ断器操作により，過負荷相当以上の負荷を隣接

系統へ切り替える。ただし，切替先の送電線および変電所の変圧器は常時容量以内と

し，過負荷は許容しない。 

故障発生 

供給支障 

復旧まで 
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潮流限度 
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長時間熱容量 

100% 

常時容量 
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短時間 

熱容量 

2 時間 

配電切替 
移動用変圧器 

 

配電切替 
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（ｲ） 長時間過負荷の解消 

長時間過負荷許容時間以内に，しゃ断器および断路器操作により，過負荷相当以上

の負荷を隣接および周辺系統へ切り替える。ただし，切替先の送電線および変電所の

変圧器は常時容量以内とし，過負荷は許容しない。 

イ 配電用変電所の変圧器故障時 

（ｱ） 短時間過負荷の解消 

短時間過負荷許容時間以内に，配電線の切替により，過負荷相当以上の負荷を周辺

変電所へ切り替える。ただし，切替先の変電所の変圧器は常時容量以内とし，過負荷

は許容しない。 

（ｲ） 長時間過負荷の解消 

長時間過負荷許容時間以内に，配電線の切替により，過負荷相当以上の負荷を周辺

変電所へ切り替える。ただし，切替先の変電所の変圧器は常時容量以内とし，過負荷

は許容しない。 

なお，配電線の切替によっても解消できない場合は，移動用変圧器対応により解消

する。 

 

３  同期安定性検討 

同期安定性の評価方法は，次のとおりとする。これを満足できない場合は，送電線の多ル

ート化，中間開閉所の設置などの適切な対策を行う。 

 

（1） 設備健全時の定態安定度検討においては，通常想定される範囲で，発電機の同期運転の

安定性が厳しいと想定される潮流状態のもと，片端子開放（３ＬＯ）後においても，発電

機の同期運転の安定性が維持されること 

（2） Ｎ－１故障時の過渡安定度検討においては，重負荷期ピークにおける三相地絡主保護し

ゃ断（３φ３ＬＧ－Ｏ）後においても，発電機の同期運転の安定性が維持されること 
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４  電圧検討 

（1） 電圧維持検討 

電圧維持検討は，次に示す条件により検討を行い，対策が必要な場合は，発電機の無効

電力容量，電力用コンデンサ（ＳＣ），分路リアクトル（ＳｈＲ）などを適正に配置する。 

ア  設備健全時 

５００ｋＶ三重東近江線の中間地点における無効電力潮流を０ＭＶａｒとし，重負荷

期ピークおよび軽負荷期ナイトにおいて，５００ｋＶ，２７５ｋＶの全ての母線で第６

章 １「設備健全時の基準」に示す系統電圧の目標範囲を維持する。 

なお，調相設備の容量選定にあたっては，調相設備の開閉操作に伴う電圧変動率が

２％以内となるよう考慮する。 

イ  Ｎ－１故障時 

Ｎ－１故障時において，故障直後の一時的な電圧低下を除き，その後は第６章 ２「Ｎ

－１故障時の基準」に示す一定以上の電圧を負荷側の末端において維持する。 

（2） 電圧安定性検討 

電圧安定性検討は，通常想定される範囲で，電圧安定性が過酷になる潮流状態のもと，

想定故障に対して電圧安定性が維持できることとする。これを満足できない場合は，無効

電力補償装置の設置などの適切な対策を行う。 

原則として，想定故障は，重負荷期ピークにおけるＮ－１故障とする。 

５  周波数維持検討 

周波数維持検討は，周波数維持面で厳しい断面を設定し架空送電線ルート故障で検討を行

う。 

架空送電線のルート断故障により，本系統側※１の周波数が中西地域電力会社間で定めた低

下限度を下回る場合は，送電線の多ルート化などの潮流軽減対策を行う。 

※１ 本系統側 

送電線ルート断故障などで系統が分断した時の，中西系統側（関西電力側） 
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６  短絡・地絡故障電流検討 

短絡・地絡故障電流は，(1)に示す計算条件で計算する。短絡・地絡故障電流が，既設設

備の故障電流に対する定格容量，母線・鉄構などの設計強度などを超過する場合は，(2)に

示す短絡・地絡故障電流対策を検討する。なお，故障電流は，第４章 ６「短絡・地絡故障

電流の許容最大値」に示す短絡･地絡故障電流の許容最大値を超えてはならない。 

（1） 故障電流の計算条件 

ア  系統条件 

運用上想定される系統構成のうち，短絡・地絡故障電流が最も大きくなる系統構成と

する。 

イ  想定電源 

 発電機の並入条件は，長期計画停止発電機を除き全台並入とする。 

ウ  想定故障 

３相短絡故障時において，故障電流が各送変電設備の許容量を超過してはならないも

のとする。ただし，直接接地方式の系統においては，１相地絡故障時においても，故障

電流が各送変電設備の許容量を超過してはならないものとする。 

エ  計算に必要な電気定数 

表７－３による。 
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表７－３ 短絡・地絡故障電流計算に必要な電気定数 

機器 ２７５ｋＶ以上 １５４ｋＶ以下 説明 

発電機 

（同期機） 

ｊＸｄ’ ｊＸｄ’ 直軸過渡リアクタンス（飽和値） 

ｊＸ2 － 

逆相リアクタンス 

直接接地系の地絡故障電流算出のために

使用 

発電機昇圧用 

変圧器 

ｊＸ1 ｊＸ1 正相リアクタンス 

ｊＸ0 － 

零相リアクタンス 

直接接地系の地絡故障電流算出のために

使用 

送電線 

Ｒ1＋ｊＸ1 Ｒ1＋ｊＸ1 正相の抵抗分およびリアクタンス 

Ｒ0＋ｊＸ0 － 

零相自己の抵抗分およびリアクタンス 

直接接地系の地絡故障電流算出のために

使用 

Ｒ0ｍ＋ｊＸ0ｍ － 

零相相互の抵抗分およびリアクタンス 

直接接地系の地絡故障電流算出のために

使用 

変圧器 

ｊＸ1 ｊＸ1 正相リアクタンス 

ｊＸ0 － 

零相リアクタンス 

直接接地系の地絡故障電流算出のために

使用 

 

オ  その他 

２７５ｋＶ以上の系統では，直流分時定数（τ＝Ｌ／Ｒ）の増加によるしゃ断器の

しゃ断能力の低下分も考慮する。 

（2）短絡・地絡故障電流対策 

ア  短絡・地絡故障電流の抑制 

（ｱ） 機器の高インピーダンス化 

（ｲ） 限流リアクトルの設置 

（ｳ） 系統分割 等 
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イ  設備能力の向上 

（ｱ） 直列機器の取替 

（ｲ） 母線，鉄構，架台の補強，取替 等 

 

７  復旧原資の確保 

架空送電線ルート故障時の電源脱落量は，長時間の供給支障が発生しないように復旧原資

以下とする必要があり，それを超過する場合は，送電線の多ルート化などの潮流軽減対策を

行う。 

 

 


